
 
 
 
 
    
 
 

 
主 催  公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 

 
開催形式 

オンライン研修 

ライブ配信（定員 50 名）およびオンデマンド動画配信 

（オンライン会議システム ZOOM を使用、質疑応答有） 

・ オンライン会議システムを用いたライブ配信（定員 50 名）では、事例演習等を行い、受
講者各々の現状に沿った研修内容となります。（質疑応答有） 

・ ライブ配信における申込は先着順となっており、定員に達した場合は申込締切期日前に
締め切ることがあります。 

・ ライブ配信を録画し、研修翌日以降準備ができ次第動画配信を行う予定です。 

・ オンデマンド動画配信は、配信期間内であればいつでも受講可能です。（録画動画の視
聴となるため、演習には参加できません。） 

・ お申込者の方には申込後５営業日以内を目処に、受講案内と請求に関するご連絡をお
送りいたします。 

・ 受講費のご入金が確認できた方から開催日 1週間前を目途に、順次研修参加 URL を
ご連絡いたします。 

・ ライブ配信研修に参加された方は後日オンデマンド配信のご案内を送付いたしますので別
途のお申込みは必要ございません。 

 

 
申込期間

■オンライン研修（ライブ配信およびオンデマンド動画配信） 

令和５年７月 12日（水） ～ 令和５年８月 4日（金） 
※ライブ配信の申込は定員に達しました。 

■オンデマンド動画配信のみ（ライブ配信を録画した内容になります。） 

令和５年７月 12日（水） ～ 令和５年 11月 24日（金）
 

 
 

 
開催日時 令和５年８月 10日（木） 14︓00～15︓30 

 
配信日時 令和５年 9月 1日（金）～ 令和５年 12月 1日（金） 
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―開催趣旨― 
虐待防止のための従業員に対する研修は、「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について」に定めら

れており、令和６年度以降は義務となります。 

従業員に対する研修内容には、①虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発、②当該特別養護

老人ホームにおける指針に基づき、虐待の防止を徹底する。この 2 つが求められております。 

本研修は、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発を行えるプログラムの利活用方法を示

し、施設の負担軽減を目的に実施します。※自施設の指針に基づく説明は、個々の施設で実施が必要となります。 



 
参加費

■ライブ配信︓会員 ０ 円 / 非会員 ４,０００円 
■オンデマンド配信︓会員 ０ 円 / 非会員 ３,０００円 

 
受講対象  高齢者福祉施設の施設長、職員等 

 
申込方法 

全国老施協ホームページ（https://www.roushikyo.or.jp/）の 

「募集・申込」⇒「研修・動画・資料等の申込」にアクセスいただき、お申し込みください。 
（※全国老施協会員の方は、必ず会員ログインのうえご購入ください） 

  

※申込内容の変更や参加取消を行いたい場合は、【10】問い合わせ先までご連絡ください。 
※８/10（木）以降の受講取消につきましては、キャンセル料として受講料の全額を申し受けます。 
※配信開始日以降の受講費のご返金は原則として対応いたしかねます。 
※開催日１週間前までに申込取消のご連絡を頂いた場合、受講費のお振込は必要ありません。 

 
 プログラム 

 

 
個人情報の保護について 

 お申込により知り得た個人情報（氏名、住所、連絡先等）については、個人情報保護法に基づき、研修

運営業務（参加者の管理、参加者への連絡、請求書の送付等）以外には使用いたしません。 

 
問い合わせ先 

 公益社団法人全国老人福祉施設協議会（担当：淺沼・荒川・森田） 
〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-7-1 塩崎ビル 7Ｆ 
TEL：03-5211-7700  FAX：03-5211-7705  E-mail: js.kenshu@roushikyo.or.jp 

 

時間 内容 

約 1 時間 30 分 

（約 90 分） 

開会挨拶 
公益社団法人全国老人福祉施設協議会 

講 演 

「運営基準における虐待防止規定及び身体的拘束等の適正化の推進に 

   関するポイントと高齢者虐待防止研修プログラムの紹介・活用方法」 
 

   講師  MS&ADインターリスク総研株式会社 リスクコンサルティング本部 

リスクマネジメント第四部 医療福祉マーケットグループ 

医療福祉専任コンサルタント 

 志賀 洋祐 氏 

 

1.虐待防止規定について（令和 3年度運営基準改正事項） 

 

2.身体的拘束等の適正化の推進について（平成 30 年度運営基準改正事項） 

 

3.介護施設・事業所における虐待防止研修プログラム※の紹介・活用方法 

 

4.まとめ 

 
※令和 2 年度老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「介護施設における効

果的な虐待防止研修に関する調査研究事業」において作成した高齢者虐待防止研修プログラム 

閉会挨拶 

公益社団法人全国老人福祉施設協議会 
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